
 

「文の京」総合戦略（素案）について 

 

 

１ 概要 

  （仮称）「文の京」総合戦略（以下「総合戦略」という。）について、基本構

想推進委員会等での検討を踏まえ素案を作成したため報告する。 

 

２ 区民参画について 

  別紙１のとおり 

 

３ 「文の京」総合戦略（素案） 

  別紙２のとおり 

  

４ 今後のスケジュール 

令和元年 

     

令和２年 

11月 

12月 

２月 

３月 

議会報告（素案） 

区民参画（パブリックコメント・区民説明会） 

議会報告（最終案） 

策定 
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「文の京」総合戦略の区民参画について 

 

１ 概要 

「文の京」総合戦略の策定に当たり、以下のとおり区民参画を実施した。なお、今回の

区民参画で提出された意見については、関係課と共有し、主要課題の解決の参考とする。 

ア ン ケ ー ト 

意見募集期間 ９月 24日（火）から 10月 23日（水）まで 

意見提出方法 
Webアンケート （82人 191件（速報値）） 

はがき等    （101人 173件（速報値）） 

意見総数 183人 364件（速報値） 

ワークショップ 

実施日 

10月 16日（水） 

※当初、10 月 12 日及び 13 日を含め計４回の開催

を予定していたが、台風 19 号により日程を変更

し、16日にまとめて開催した。 

申込者 延べ 67人 

参加者 19人 

基 本 構 想 推 進 

区 民 協 議 会 
実施日 10月 25日（金） 

 

 

２ 実施結果 

⑴ アンケート 

「主要課題を解決する取組」について、10の設問を設定し、意見を募集した。 

①意見提出者の年代・設問別意見件数 

     【年代】              【設問別意見件数】 

 

 

 

 

年代 提出者数 

10 代 以 下 1人 

20代 5人 

30代 24人 

40代 41人 

50代 28人 

60代 34人 

70 代 以 上 41人 

不明 9人 

合計 183人 

設問 意見数 設問 意見数 

Ａ（子育て） 71件 Ｇ（観光・交流） 21件 

Ｂ（教育） 54件 Ｈ（共生社会・学び） 33件 

Ｃ（福祉） 34件 Ｉ（まちづくり・環境） 54件 

Ｄ（健康） 21件 Ｊ（防災・防犯・安全対策） 44件 

Ｅ（産業） 22件 その他 15件 

Ｆ（文化） 8件  

合計 377件 

※１件の意見で複数の設問に回答したものも含むため、意見総数と一致しません。 

【別紙１】 
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 ②設問別の主な意見 

Ａ 

（子育て） 

・保育所を増設してほしい。 

・出産や子育てに対する経済的援助を充実してほしい。 

Ｂ 

（教育） 

・子どもが遊んだり運動できる施設を増やしてほしい。 

・放課後の居場所づくりを更に進めてほしい。 

Ｃ 

（福祉） 

・介護中の悩みを相談する場がほしい 

・家で介護サービスを受けたい。 

・障害者の就労を促進する施策を充実させてほしい。 

Ｄ 

（健康） 

・飲食店の分煙化を促進してほしい。 

・生活習慣病予防のための取組をしてほしい。 

Ｅ 

（産業） 

・個人商店同士が繋がる機会を作ってほしい。 

・商店街と大学が連携し、商店街イベントを開催してはどうか。 

Ｆ 

（文化） 

・シビックホールで開催される区民を対象としたイベントを増や

してほしい。 

・区の歴史や文化に触れるイベントを開催してほしい。 

Ｇ 

（観光・交流） 

・子どもたちや街全体で交流できる姉妹都市等を増やしてほしい。 

・区内の歴史的な文化拠点等の価値をもっと情報発信してほしい。 

Ｈ 

（共生社会・学び） 

・気軽に参加できるイベントの開催や広報をしてほしい。 

・図書館の返却場所の増設や、ICTを活用したサービスの充実を図

ってほしい。 

Ｉ 

（まちづくり・

環境） 

・子どもたちが賑やかに遊べる公園を整備してほしい。 

・緑を減らさないでほしい。 

・ごみの分別や削減のために取り組んでほしい。 

Ｊ 

（防災・防犯・

安全対策） 

・避難所のプライバシーの確保や防災情報の発信を充実してほし

い。 

・交通ルールを区民に徹底してほしい。 

 

 

⑵ ワークショップ 

地域における課題や、その課題を解決する取組等について、参加者がグループごとに

テーマを設定し、区民同士で対話を行った。 

 

【地域における主な課題】 

子どもの居場所や主体性、まち並みの保全に関する課題のほか、商店街、多様な働き

方、障害者や外国人への理解、コミュニティ、地球環境や防災に関する課題が挙げられ

た。 
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【解決する主な取組等】 

・「居場所・交流」：地域の祭りや銭湯、多世代食堂の活用 

・「文京区らしさ」：文化や緑等の区の魅力を生かしたまちづくりの実施 

・「参加・応援」：主婦（夫）や高齢者、外国人を含めた働き方や生き方への支援 

・「生きる力」：楽しみながら取り組める教育や教員の働き方改革、障害者の社会参画の推進 

 

 

⑶ 基本構想推進区民協議会 

【総合戦略全般に関する主な意見】 

課題設定の優

先順位 

・どの主要課題が重要なのか、優先順位が分からない。網羅的な視

点も必要だが、区民ニーズに対し、限られた財源を優先的に投入

していく必要もあるのではないか。 

課題解決のプ

ロセス 

・「課題解決に向けて取り組むべきこと」について、「○○が必要

です」「○○が求められます」とまとめられているが、何をして

いくのかが具体的に見えない。 

・中長期的にどうするのか、もっとわかるように示してほしい。 

評価・ＫＰＩ

の設定 

・ありたい状態や目指している姿（将来像）に対する具体的な対応

策や、課題の解決につながるデータの引用、ＫＰＩの設定につい

ては課題がある。 

その他 

（行政のあり

方等） 

・行政は一度決めた計画に則り、粛々と進めればいいという考えだ

が、先進的な取組も必要なのではないか。 

・民間企業に比べ、行政（学校）は未だに紙印刷が主流となってい

る。行政のＩＣＴ化を進めてほしい。 

・情報弱者に区の情報をどのように伝えていくのか。情報が行き届

く速度が速くなってきているので、現状に即して対応してほし

い。 

・官民学と連携し、その取組をどのように区政に生かすのか考えて

もいいのではないか。 

・区民意見を区の計画や施策にどれだけ反映されるのか。現場の声

をきちんと聞いてほしい。 

 

上記意見のほか、基本政策や主要課題に関する意見として、保育園における外国人児

童への対応や小学校以降のいじめ・ひきこもりと 8050課題への対応、子育てを地域で

支える環境づくりの整備のほか、地場産業や商店への支援、交通マナー向上の推進等が

挙げられた。 



 

 

 

 

 

 

 

 

「文の京」総合戦略 

（令和２年度～令和５年度） 

 

 

（素案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年 10 月 

文京区 

 

【 別 紙 ２ 】 
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 これまで、区では、平成 22 年６月に策定した基本構想に掲げる将来像の実現に向

け、３期にわたる基本構想実施計画に掲げた計画事業に取り組んできました。また、

この間、東日本大震災等の大規模災害の発生や、年少人口の増加による保育所待機児

童対策、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催決定等、社会経済

状況の変化から生じる課題にも対応してきました。 

 今後も、人口構成の変化やライフスタイルの多様化、ICT 技術の進展等、区を取り

巻く社会状況の変化が想定される中、多様性を増す行政需要に的確に対応し、将来に

わたり持続可能で豊かな地域社会を構築していくためには、これまで以上に、迅速か

つ柔軟に区政課題を解決することが必要となります。 

 このような状況の中、基本構想の策定から、計画期間と定めた概ね 10 年を迎えた

ことから、行政需要の変化を的確に捉えた区政運営を進めていくための新たな行政計

画として、「文の京」総合戦略（以下「総合戦略」という。）を策定するものです。 

 

 

 

 

（１）基本構想の理念等の継承と一体的な計画体系への再構築 

基本構想については、様々な手法を駆使して、広く区民や区議会の参画により創

り上げてきた経緯から、その根幹となる「基本構想を貫く理念」及び「将来都市像」

を引き続き継承し、各施策の基本となる考え方や主要課題の解決に向けた事業展開

を一体的に示した計画体系に再構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「文の京」総合戦略の策定に当たって 

１ 「文の京」総合戦略策定の背景 

●区が目指すべき将来都市像を明らかにし、その実現に向けた、区政

運営の基本的な理念を示します。 

●基本構想に掲げる将来都市像の実現に向け、各施策を推進するため

の基本となる考え方を示します。 

 
基本構想 

「文の京」総合戦略 

戦略シート 
 

行財政運営 

●計画期間で取り組むべき重要性・緊急性の高い事柄を主要課題とし

て選定し、課題解決に向けて組織横断的に取り組むべきことと解決

手段（計画事業）を明らかにします。 

●将来都市像を実現するための行財政運営の基盤整備となる取組の方

向性を示します。 

２ 総合戦略の基本的な考え方（位置づけ・期間等） 

基本政策 

年度別事業計画書（別冊） ●総合戦略の計画事業の概要等をまとめたものとして作成します。 
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（２）区の優先課題を明らかにした「重点化計画」に位置づけ 

行政需要の変化を的確に捉え

た区政運営を進めていくため、

重要性・緊急性が高い優先課題

を明らかにした「重点化計画」と

し、財政的な裏付けを伴う区の

最上位計画に位置づけ、各分野

の個別計画との整合を図りま

す。 

また、国が策定を求めている

「地方版まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を、この総合戦略に包

含し、少子高齢化の進展に的確

に対応しつつ、将来にわたって活力ある社会を維持していくことを目指します。 

 

（３）計画期間 

計画の実効性を高めるため、総合戦略の計画期間は、令和２年度から５年度まで

の４年間とし、毎年度の行政評価等により、計画期間中であってもより効果的・効

率的な手段（計画事業）に組み替えます。なお、継承する基本構想（基本構想を貫

く理念・将来都市像）の計画期間は設けません。 

 

（４）持続可能で豊かな地域社会の構築に向けた視点 

持続可能で豊かな地域社会を構築するため、国連で採択された「持続可能な開発

目標（ＳＤＧｓ）」や国が提唱する「Society5.0」に関して、自治体の取組が期

待されていることから、これらの視点を生かします。 

 

 

 

総合戦略に掲げる主要課題を解決するための各取組については、庁内に設置する

「基本構想推進委員会」における審議に加え、公募区民委員や団体推薦委員、学識経

験者等により構成する「基本構想推進区民協議会」を通じた区民意見等により、適切

な進行管理を行います。 

                                                      
 「文の京」自治基本条例 区の自治の基本理念としての協働・協治の考え方や、区民、地域活動団体、非営利活動団体及び
事業者の権利と責務並びに区の責務を明らかにするとともに、協働・協治の基本的事項を定めた、区の基本条例 
 個別計画 個別の法令で義務付けられた行政計画や、分野別の政策に沿って策定する行政計画 
 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 2015年 9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」に
記載された 2030年までの国際目標。貧困対策や気候変動、生物多様性、ジェンダーなど、世界が抱える課題を解決し、持続可

能な社会をつくるための 17のゴール・169のターゲットから構成される。 
 Society5.0 情報社会（Society4.0）に続く、新たな社会を指すもので、国が目指すべき未来社会の姿として提唱。サーバ
ー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立

する、人間中心の社会 

「文の京」自治基本条例 

基本構想 
基本構想を貫く理念 

将来都市像 

基本政策 

戦略シート 
行財政運営 

「文
の
京
」総
合
戦
略 

  
個別計画 

整合 

まち・ひと・しごと創
生 

総合戦略 包含 

予算編成・執行 ／ 施策・事業の展開 

３ 総合戦略の進行管理 
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 基本構想は、本区の目指すべき将来都市像を明らかにし、その実現に向けた、区政

運営の理念を示すものです。ここに掲げる理念や将来都市像は、区を自立した都市と

して発展させていくため、区政のあらゆる分野や区民等の地域活動における共通の指

針となります。 

 

 

 

（１）みんなが主役のまち 

「文の京」自治基本条例に掲げる区民、地域活動団体、非営利活動団体、事業者

などと対等の関係で協力し、協働・協治をさらに推し進めます。そして、互いを尊

重し合いながら、「文京区のあるべき姿（将来像）」の達成に向け、持てる力を存分

に発揮できるまちを目指します。 

 

 

（２）「文の京」らしさのあふれるまち 

この基本構想においても、前基本構想で定義した「文の京」を、本区を表す象徴

的な言葉として継承していきます。 

今後もこれまで以上に、区民一人ひとりが文京区に住み、働き、学ぶことに深い

愛着と強い誇りを持つとともに、区と区民を含む新たな公共の担い手と力を合わせ

て発展させていく自治のまちを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想 第１章 

１ 基本構想を貫く理念 

「文の京」（ふみのみやこ） 

これまで、文京区は、「文教の府」といわれ、「文化の香り高いまち」

をめざして発展してきた。これに寄せる区民の誇りと愛着を大切に

したい。 

そのうえで、区民と区が、時代の大きな変化に適応しつつ、可能性

に富んだこの地を、新たな洗練と成熟の段階へとさらに発展させて

いく都市自治の姿を「文の京」と呼ぶ。 
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（３）だれもがいきいきと暮らせるまち 

子ども、高齢者、障害者、外国人をはじめ、地域社会を構成するさまざまな人た

ちが人権を尊重し、互いの立場を思いやりながら行動するとともに、男女が性別に

かかわりなく平等な立場で、社会のあらゆる分野へ参画することによって、一人ひ

とりが個性豊かにいきいきと暮らせるまちを目指します。 

また、多様な生き方が選択・実現できるよう、ワーク・ライフ・バランス（仕事

と生活の調和）の実現に向けて、積極的に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

＜将来都市像＞ 

 

 

 

 

 

 

 これまで先人たちによって脈々と受け継がれ、区民の誇りと源泉ともいえる歴史・

文化・緑を今後も引き続き大切に守り、活かしながら、多様な主体が対等なパートナ

ーとして、ふれ合い、支え合い、助け合える、みんなが主役のまちづくりを浸透させ

ていきます。そして、あらゆる世代の区民が分け隔てなく、いつまでも、心豊かに、

いきいきと、自分らしく暮らせる、さらに、未来へ誇りを持って継承できる「文の京」

を創り上げていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歴史と文化と緑に育まれた、みんなが主役のまち「文
ふ み

の京
みやこ

」 

２ 将来都市像 

4





 

 

 

 

 

 

 

区では、「文京区まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 28年３月）」の策定に当た

り、人口の現状分析及び将来の展望等を示す「文京区まち・ひと・しごと創生人口ビ

ジョン」を、27年９月に策定しました。 

しかし、この間、若年層を中心に東京圏への転入超過による東京一極集中が進み、

本区においても転入超過の傾向が継続するとともに、合計特殊出生率が 1.24（30年）

まで回復するなど、取り巻く環境は変化しています。また、国の「まち・ひと・しご

と創生基本方針 2019」では、地方人口ビジョンについて、中長期的には人口の自然増

が重要であるという観点を重視しつつ、最新の数値や状況の変化を踏まえた必要な見

直しを検討することが求められています。これらの状況を踏まえ、総合戦略において、

本区の人口ビジョンとして、改めて区独自の将来人口推計を行いました。 

 

（１）人口の推移 

 

① 総人口 

日本の総人口は、平成 20年をピークに減少局面に移行しています。国立社会保

障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

（以下「社人研推計」という。）では、今後、人口は令和 32年（2050年）には約

1 億 200 万人となり、さらに、その 10 年後の令和 42 年（2060 年）には約 9,300

万人まで減少すると推計されています。このような人口減少は、労働力人口の減

少や消費市場・地域経済の縮小を引き起こすとともに、高齢者の増加により、医

療をはじめとする社会保障費の

負担の増加等が懸念されていま

す。 

一方、都の総人口は微増減を繰

り返しながらも、近年は都心回帰

現象も見られ、全体的に増加傾向

です。本区においても、総人口は

昭和 38 年の 253,336 人をピーク

に、平成 10 年には 165,864 人ま

で減少しましたが、その後、増加

に転じ、平成 31 年は 221,489 人

まで回復しています。 

26,904 17,730 19,378 27,264 

135,605 
118,178 130,042 

151,266 

24,451 
29,956 

36,362 

42,959 186,960 
165,864 

185,782 

221,489 

0

100,000

200,000

昭和63年 平成10年 平成20年 平成31年

本区の人口の推移（総人口・年齢３区分別）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

（人）

（19.4）

（68.3）

（12.3）

（19.6）

（70.0）

（10.4）

（18.1）

（71.2）

（10.7）

（13.1）

（72.5）

（14.4）

※カッコの数値は年齢３区分別人口の割合（％）

資料：文京の統計 （各年１月１日現在）

総論 第２章 

１ 本区の人口（推移・将来人口推計） 

※平成 24年の「住民基本台帳法の一部を改正する法律」の

施行に伴い、25年以降の数値には、外国人住民を含む。 
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② 年齢３区分別人口・構成割合 

年齢３区分別の人口は、生産年齢人口（15～64歳）、老年人口（65歳以上）、年

少人口（０～14歳）の順に多くなっています。 

平成 31 年の年少人口は 27,264 人で、20 年の 19,378 人から 7,886 人増加し、

構成割合も 10.4％から 12.3％へと上昇しました。一方、31 年の生産年齢人口は

151,266 人で、20 年の 130,042 人から 21,224 人増加したものの、構成割合は

70.0％から 68.3％へと低下しており、減少傾向が続いています。また、老年人口

は増加傾向が続き、構成割合は、近年では約 20％となっています。 

 

③ 人口動態（自然動態・社会動態） 

本区の自然動態は、平成 20年以降、出生数が死亡数を上回る自然増の状況が続

き、30年は、出生数が死亡数を 469人上回っています。また、社会動態について

は、９年以降、転入数が転出数を上回る社会増の状況が続いており、30年は、転

入数が転出数を 4,076人上回っています。 

さらに、年齢階級別の社会動態では、10～20歳代は転入超過が著しい一方、お

おむね 50歳代以降の転出超過の傾向が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 外国人人口 

平成 31年の外国人人口は、10,808人

で、25 年の 6,935 人から 3,873 人

（55.8％）増加しています。また、総人

口に占める外国人人口の割合は、31年

は 4.9％であり、25 年の 3.4％から

1.5％増加しています。  

1,238 

1,531 

2,119 

1,328 

1,504 
1,650 

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2 20 30

自然動態（出生・死亡）の推移

出生 死亡

（人）

平成 年

資料：文京の統計

自然増

14,340 

14,791 

23,616 

17,148 

14,640 

19,540 

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2 9 30

社会動態（転入・転出）の推移

転入 転出

（人）

平成 年

資料：文京の統計

社会増

6,935 

10,808 
3.4 

4.9 

0.0

2.0

4.0

6.0

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

25 26 27 28 29 30 31

外国人人口の推移

外国人人口 総人口に占める割合

（人） （％）

資料：文京の統計

平成 年

※各年１月１日現在
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（２）将来人口推計 

 

社人研推計は、平成 27年（2015年）を基準年とした上で、22年（2010年）から

27年（2015年）の人口の動向を勘案し、将来の人口を推計しています。その結果、

本区の将来人口は、令和 22年（2040年）に 249,401人となり、その後は緩やかな

減少に転じることが予想されています。 

一方、本区の人口ビジョンでは、住民基本台帳人口を用いて直近の人口動態を踏

まえるとともに、子育て支援施策の更なる充実による合計特殊出生率の上昇を見込

んだ、区独自の将来人口推計を行いました。 

 

① 将来人口推計（区独自推計）の方法 

本区の現状及び今後の施策展開等を勘案し、出生・死亡・移動について、以下

の条件や仮定値に基づき、「コーホート要因法」による推計を行います。 

 

【基準人口や仮定値の概要】 

 

 

 

 

 

                                                      
 コーホート要因法 男女・年齢別のある年の人口を基準として、出生・死亡・移動に関する将来の仮定値を当てはめて将来
人口を推計する方法であり、人口推計で一般的に用いられる手法 
 将来生存率 ある年齢 x歳の人が５年後の（ｘ＋５歳）になるまでに生き残る確率のこと。 
 純移動率 社会増減による人口の変化（転入超過数が人口に占める割合）を示したもの。 
 合計特殊出生率 15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率で一生の間に生む
としたときの子どもの数に相当する。 
 出生性比 生まれた子の男子の女子に対する比率のこと。 

基準人口 住民基本台帳人口（平成 31年１月１日現在） 

将来生残率 

社人研推計における、本区の男女別・５歳階級別の将来生残率仮定値。

ただし、本推計では平成 31年を基準年としているため、31年からの５年

毎に期間を組み替えた生残率とする。 

純移動率 
平成 26年から 31年までの人口動態に基づき算出された純移動率が５年

毎に縮小し、令和 16年（2034年）以降０になると仮定。 

合計特殊出生率 

「文京区まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（平成 27年 9月）」と同

様、様々な施策等を講じることにより、令和 12年（2030年）に 1.4まで

上昇すると仮定。 

出生性比 社人研推計における、出生性比を使用（105.20で一定）。 
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② 将来人口推計（区独自推計）の結果 

本区の人口は、今後、約 20年間増加を続け、令和 21年（2039年）には 263,541

人となります。その後は、緩やかな減少に転じると予想されます。 

年齢３区分別人口をみると、年少人口及び生産年齢人口は、令和 16年（2034年）

をピークに以降は減少傾向で推移する一方、老年人口は、引き続き増加傾向とな

り、今後は増加幅が大きくなると見込まれます。 

 

 

実績 推計 

平成 31年 

（2019 年） 

令和 6 年 

（2024 年） 

11年 

（2029 年） 

16年 

（2034 年） 

21年 

（2039 年） 

26年 

（2044 年） 

31年 

（2049 年） 

36年 

（2054 年） 

41年 

（2059 年） 

46年 

（2064 年） 

実
数
（
人
） 

総数 221,489 241,801 255,305 262,840 263,541 261,805 258,209 253,108 246,532 238,187 

老年人口 42,959 43,902 46,717 52,127 60,138 68,525 75,769 81,006 84,529 87,340 

生産年齢人口 151,266 165,555 172,004 172,206 165,595 159,259 152,468 145,099 135,598 124,061 

年少人口 27,264 32,344 36,584 38,507 37,808 34,021 29,972 27,003 26,405 26,786 

比
率
（
％
） 

老年人口 19.4 18.2 18.3 19.8 22.8 26.2 29.3 32.0 34.3 36.7 

生産年齢人口 68.3 68.5 67.4 65.5 62.8 60.8 59.0 57.3 55.0 52.1 

年少人口 12.3 13.4 14.3 14.7 14.3 13.0 11.6 10.7 10.7 11.2 

増
減
率
（
％
） 

総数 8.4 9.2 5.6 3.0 0.3 △0.7 △1.4 △2.0 △2.6 △3.4 

老年人口 6.1 2.2 6.4 11.6 15.4 13.9 10.6 6.9 4.3 3.3 

生産年齢人口 7.5 9.4 3.9 0.1 △3.8 △3.8 △4.3 △4.8 △6.5 △8.5 

年少人口 18.3 18.6 13.1 5.3 △1.8 △10.0 △11.9 △9.9 △2.2 1.4 

204,258 

221,489 
241,801 

255,305 262,840 263,541 
261,805 258,209 253,108 246,532 238,187 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成26年 平成31年 令和6年 11年 16年 21年 26年 31年 36年 41年 46年

老年人口 生産年齢人口 年少人口
推計

（2014年） （2019年） （2024年） （2029年）（2034年） （2039年）（2044年）（2049年） （2054年）（2059年）（2064年）

（人） 実績 
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平成 31 年（2019 年）と令和 21 年（2039 年）の人口ピラミッドを比較すると、

平成 31 年（2019 年）では 25～49 歳が人口構成の大きな山（ボリュームゾーン）

を形成している一方で、令和 21 年（2039 年）では 35～64 歳でボリュームゾーン

を形成しており、ボリュームゾーンを形成する層の年齢層が高まることが予測され

ます。 

 

 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

０～４歳

５～９歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳
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35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

(人）

男性 女性

02,0004,0006,0008,000

8,000 6,000 4,000 2,000 0

(人）

10,00012,000

人口ピラミッド（平成31年）
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60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

(人）

男性 女性

02,0004,0006,0008,000

8,000 6,000 4,000 2,000 0

(人）

10,00012,000

人口ピラミッド（令和21年）
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【参考】将来人口推計の比較 

区独自推計による推計人口は、社人研推計と比較して、相対的に高い推計結果と

なっています。 

背景には、近年、本区の出生率が上昇傾向にあることや、転入超過の傾向が強ま

っていることが影響していると考えられます。 

 

 

 

 

263,541 

249,401 

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

280,000

（平成27年）

令和6年

（令和7年）

16年

（17年）

26年

（27年）

36年

（37年）

46年

区独自推計 社人研推計

※ 推計年／上段：区独自推計 下段：社人研推計

推計人口の比較

21年

（22年）

（人） 
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※本章の表記について  １ 各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しています。 
            ２ 増減率及び構成比などは、原則として各表内計数により計算しています。 

 

（１）区の財政状況 

 

① 予算の規模（一般会計） 

令和元年度一般会計当初予算は、1,022 億 7,600 万円となり、初めて 1,000 億

円を超える過去最大規模の予算となりました。平成 21 年度と比較すると 393 億

円、62.3％の増となっており、年々、予算規模が拡大していることがわかります。 

そのうち、投資的経費は、29年度以降、150 億円を超える予算額で推移してお

り、予算規模が拡大した大きな要因の一つとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 歳出の状況（普通会計） 

ア 性質別歳出 

義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は、家計に例えると食費や光熱水費

など日常生活に欠かせない費用に当たり、削減することが非常に難しい経費で

す。 

平成 30年度普通会計決算の義務的経費は、歳出総額の 41.5％を占め、そのう

ち、人件費は 188 億円、歳出全体の 19.2％で、21 年度と比較すると 11 億円、

5.5％の減となっています。また、扶助費は 209億円、歳出全体の 21.3％で、21

年度と比較すると 114億円、120.0％の増となっています。 

投資的経費は 179億円、歳出全体の 18.3％を占め、21年度と比較すると 95億

円、113.1％の増となっています。 

                                                      
 投資的経費 道路、公園、学校等の建設整備や用地取得に要する経費 
 普通会計 各地方自治体が設けている会計区分の範囲が異なっていること等により、地方公共団体間の財政比較や統一的な

把握が困難なため、地方財政の統計上、統一的に用いられる会計区分 
 人件費 職員や会計年度任用職員に対し、勤労の対価や報酬として支払う経費、退職手当等 
 扶助費 社会保障制度として、生活困窮者、高齢者、児童、障害者等への支援に要する経費 
 公債費 過去に借り入れた特別区債の各年度における元金と利子を償還するための経費 

２ 財政状況と今後の財政見通し 

630 626 
704 695 710 762 818 825 

895 
966 1,023 

58 44 68 86 83 127 142 103 160 
227 215 

平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 令和元

0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

一般会計当初予算 うち投資的経費

億円

年度

一般会計当初予算の状況 
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投資的経費と扶助費等の状況（21年度対比） 

平成 
年度 

※

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

199 193 193 186 182 188 188 195 191 188

95 123 135 137 141 154 172 185 199 209

31 26 22 20 21 16 15 15 13 10

325 342 350 343 344 358 374 395 403 407

84 45 63 85 74 117 102 97 103 179

261 256 231 224 272 228 299 261 288 317

65 59 70 74 69 71 78 80 76 75

735 702 714 726 759 774 854 832 870 978

（単位：億円）

義務的
経費

人件費

扶助費

公債費

小　　計

投資的経費

その他経費

他会計繰出金

合　　計

年度区分

普通会計決算（性質別歳出）の状況 

■

■義務的経費 

歳出総額 

978 億円 

人件費 
188 億円 
(19.2%) 

扶助費 
209億円 
(21.3%) 

公債費 
10億円 
(1.0%) 

投資的経費 
179億円 
(18.3%) 

その他経費 
317 億円 
(32.4%) 

他会計 

繰出金 

75億円 

(7.7%)  

＜30 年度の内訳＞ 
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イ 目的別歳出 

平成 30年度普通会計決算の主な内容のうち、総務費は 122億円、歳出全体の

12.5％を占めています。シビックセンター非常用発電設備の増設工事や用地取

得等により、前年度から 10億円、8.8％の増となっています。 

民生費は 430億円、歳出全体の 44.0％を占めています。私立認可保育園の運

営補助や高齢者施設の改修工事等により、前年度から 25 億円、6.2％の増とな

っています。 

教育費は 226億円、歳出全体の 23.1％を占めています。スポーツセンターの

改修工事や誠之小学校の改築等により、前年度から 47億円、26.3％の増となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
 総務費 税務、戸籍及び選挙に要する経費の他、庁舎や財産の維持管理等に要する経費 
 民生費 高齢者福祉や生活保護、児童福祉等に要する経費。国民健康保険特別会計、介護保険特別会計及び後期高齢者医療
特別会計への繰出金を含む。 
 教育費 学校の建設や運営等に要する経費 

議会費

6億円

(0.6%)
総務費

122億円

(12.5%)

民生費

430億円

(44.0%)衛生費

73億円

(7.5%)

労働費

2億円

(0.2%)

商工費

6億円

(0.6%)

土木費

92億円

(9.4%)

消防費

12億円

(1.2%)

教育費

226億円

(23.1%)

公債費

10億円

(1.0%)

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

6 6 7 7 6 6 7 6 7 6

156 171 147 119 113 134 173 138 112 122

254 274 300 313 318 371 368 388 405 430

64 65 65 65 64 66 65 66 72 73

4 5 4 2 2 1 1 1 1 2

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

38 8 8 7 7 6 7 6 5 6

59 45 38 36 38 39 49 50 67 92

5 6 7 11 10 11 9 10 9 12

119 96 115 146 180 123 161 152 179 226

0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

30 26 22 20 21 16 15 15 13 10

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

735 702 714 726 759 774 854 832 870 978

諸 支 出 金

議　会　費

衛　生　費

土　木　費

消　防　費

災害復旧費

公　債　費

合  計

教　育　費

総　務　費

（単位：億円）

民　生　費

農林水産費

商　工　費

労　働　費

年度
区分

歳出総額 

978 億円 

普通会計決算（目的別歳出）の状況 

＜30 年度の内訳＞ 
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③ 歳入の状況（普通会計） 

歳入は、その使途が特定されない一般財源（特別区税や特別区交付金等）と、

使途が特定される特別財源に分類されます。 

平成 30 年度普通会計決算における一般財源は、歳入全体の 57.4％を占めてお

り、その大半が、特別区税と特別区交付金です。 

特別区税は、納税義務者等の伸びにより 23年度から増加傾向にあり、ふるさと

納税の影響による減はあるものの、直近は５年続けて 300 億円を超える収入とな

りました。 

特別区交付金は、25年度から増加傾向にありましたが、法人住民税の一部国税

化の影響等により、28年度に大幅な減となりました。その後、企業業績の回復等

を背景として、30年度は 194億円の収入となりました。 

これらの一般財源は、過去、景気の急激な落ち込みにより大幅に減少した実績

があるため、社会経済の動向や税制改正等の影響を受けやすいものと言えます。 

 

 

                                                      
 特別区税 特別区が課税する税。特別区税、軽自動車税、特別区たばこ税及び入湯税がある。 
 特別区交付金 東京都が市町村民税法人分、固定資産税及び特別土地保有税の３税を課税・徴収し、都区財政調整制度に基

づき、その 55％を特別区の財政需要に応じて交付するもの。 

民生費の状況 

平成 
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特別区税・特別区交付金と人口の状況 

平成 

※

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

296 276 277 282 288 302 310 320 329 337

182 188 162 160 173 187 193 172 171 194

51 49 49 47 52 61 83 69 76 65

529 513 488 489 513 550 585 561 576 596

117 105 115 113 121 128 134 143 171 201

65 50 33 36 38 29 47 30 32 54

28 20 65 72 62 58 64 69 79 113

46 47 49 54 53 56 53 62 67 75

256 222 262 275 274 271 298 303 348 443

785 735 750 764 787 821 883 864 924 1,039

（単位：億円）

一般
財源

特別区税

特別区交付金

その他（一般財源）

小　計

合　　計

特定
財源

国庫・都支出金

繰越金

繰入金

その他（特定財源）

小　計

年度区分

普通会計決算（歳入）の状況 

その他特定財源 
75 億円 
(7.1%) 

歳入総額 

1,039 億円 

繰入金 
113億円 
(10.9%)  

特別区税 

337億円 

(32.4%)  
繰越金 
54 億円 
(5.2%)  

＜30年度の内訳＞ 

国庫・ 
都支出金 
201億円 
(19.4%) 特別区交付金 

194億円 
(18.7%) 

その他一般財源 
65 億円 
(6.3%) 
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④ 基金の状況（一般会計） 

基金は家計に例えると貯金に当たるものです。財政調整基金と特定目的基金

（減債基金及び介護給付費準備基金（特別会計）を含む。）に分類できます。 

財政調整基金は、急激な景気の変動による歳入減や臨時的な歳出増に対応する

ため、柔軟に活用していきます。 

特定目的基金には、区民施設整備基金や学校施設建設整備基金等があり、区民

施設や学校施設の改修・改築等に活用しています。近年は、学校施設の快適性向

上のための改修、スポーツセンターの改修、大塚みどりの郷等の高齢者施設改修

工事などの大規模施設の整備に充当しました。 

財政調整基金や特定目的基金には、毎年度の決算剰余金等を積み立てています。

総基金の年度末残高は、平成 21年度と比較すると 152億円、29.2％の増となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
 財政調整基金 年度間における財政調整の役目を果たす基金。区では、地方財政法（昭和 23年法律第 109号）の規定に基づ
き、毎年度の決算剰余金（歳入－歳出）の２分の１を下らない金額をこの基金に積み立てている。 
 特定目的基金 施設建設や教育等、個々の目的を達成する事業の財源としてのみ使用可能な基金 
 減債基金 満期一括償還など、将来の特別区債償還に備えて積み立てる基金 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

630 626 704 695 710 762 818 825 895 966

520 594 588 579 620 614 670 673 679 672

6 6 1 1 3 5 7 8 3 4

225 253 242 231 227 266 270 270 250 223

289 335 346 347 390 344 392 395 427 446

73 86 61 55 92 42 109 61 77 93

18 12 68 64 51 49 54 58 71 100

（単位：億円）

当初予算額

基金残高

内　訳

減債基金

財政調整基金

特定目的基金

基金積立額

基金取崩額

区分 年度

73 86
61 55

92
42

109
61 77 93

△ 18 △ 12

△ 68 △ 64
△ 51 △ 49 △ 54 △ 58

△ 71

△ 100

520
594 588 579

620 614

670 673 679 672

200

300

400

500

600

700

△ 150

△ 100

△ 50

0

50

100

150

平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

積立額 取崩額 基金残高

基金積立額・取崩額と総基金年度末残高の状況 

基
金
積
立
額
・
取
崩
額 

総
基
金
（
年
度
末
残
高
） 

（単位：億円） 

年度 
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5…

576 

691 
718 

834 

807 

688 

735 
723 

745 

826 

722 

677 

606 

613 

635 

605 

734 

616 

638 
630 

626 

704 
695 

710 

762 

818 825 

895 

966 

498 

644 
674 

662 

561 

416 405 

367 

324 

281 

210 

187 

207 201 

180 

170 

233 

300 

405 

464 

520 

594 
588 

579 

620 614 

670 
673 

679 672 

166 

198 

219 216 
228 

194 194 

173 

137 

110 
94 

72 72 
79 

74 
83 

119 

166 
180 

195 

225 
253 

242 231 227 

266 270 270 

250 

223 

23 30 
39 40 35 31 26 21 23 23 

31 31 31 27 

17 13 
9 

54 

77 81 
70 70 63 

76 

127 
113 

149 150 

190 

231 

13 14 15 16 17 16 13 11 12 10 15 13 17 17 14 

46 

83 

56 

124 

161 

193 

245 

266 
255 

249 

216 226 226 
217 

192 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

一般会計当初予算 総基金 財政調整基金 学校施設建設整備 区民施設整備

総基金（年度末残高）と財政調整基金（年度末残高）等の状況 

億円 

平成元 
年度 
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⑤ 経常収支比率（普通会計）の状況 

経常収支比率とは、財政構造の弾力性を測る指標であり、家計に例えると食費

や光熱水費など日常生活に欠かせない費用が、給与のような毎月決まって得られ

る収入に占める割合を表しています。 

適正水準は、一般的に 70％から 80％とされており、この値が高くなってくると

新たな施策を実施することが難しくなってきます。 

平成 27 年度に適正水準に回復しましたが、扶助費の増加等により、28 年度以

降は、80％を上回る水準が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
 経常収支比率 人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額

が、特別区税、特別区交付金のような毎年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）に占める割合 

経常収支比率等の状況（主な一般財源との比較） 

平成 

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

78.3 81.8 86.1 85.7 83.2 80.4 76.8 82.8 82.4 81.6

82.1 85.7 86.4 85.8 82.8 80.7 77.8 79.3 79.8 79.1

91.8 89.2 90.3 90.7 90.2 91.3 90.0 92.5 92.8

（単位：％）

区分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度

文京区

特別区平均

全国市町村平均

区分 年度

経常収支比率の状況（特別区及び全国市町村との比較） 
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（２）今後の財政見通し 

 

① はじめに 

将来にわたり安定的な行政サービスを提供するためには、今後の行政需要を的

確に把握し、その変化にも対応し得る財政基盤を築くことがとても重要です。 

区では、将来にわたって持続可能で安定的な財政運営を行っていくため、歳入

歳出予算や基金等における中長期的な推計を行いました。 

 

② 歳入歳出予算の中長期的な見通し 

〔基本的な考え方〕 

ア 対象 

一般会計当初予算 

イ 期間 

令和２年度から 11年度までの 10年間 

ウ 基本的な条件 

以下のとおりとします。 

なお、費目別の詳細な推計の条件は、別表①「費目別の推計の条件」のとおり

とします。 

 

区 分 基本的な条件 

歳 入 

○一般財源 

内閣府「中長期の経済財政に関する試算（元年７月）」のベースラインケース（名目

GDP成長率）に基づき推計します。 

なお、名目 GDP 成長率と連動しないと判断するものは、２年度一般会計当初予算を据

え置きます。 

ベースラインケース      単位：％程度 

年度 ２ ３ ４ ５ ６ 

名目 GDP 成長率 2.0 1.2 1.5 1.5 1.4 

 ７ ８ ９ 10 11 

 1.3 1.3 1.2 1.2 1.2 

※ 財政調整基金からの繰入額は単年度収支不足額に充当することを想定しているため、歳入

における推計には含まれていません。 

○特定財源 

別表①「費目別の推計の条件」のとおり 

歳 出 別表①「費目別の推計の条件」のとおり 
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別表①「費目別の推計の条件」 

区 分 推 計 の 条 件 

歳 

 

入 

一 

般 

財 

源 

特別区税 

①元年度一般会計当初予算をベースとする。②「中長期の経済財政に関する試算」

のベースラインケース（名目 GDP成長率）を見込む。③区独自の人口推計を見込

む。 

※ただし、軽自動車税、特別区たばこ税、入湯税は、元年度一般会計当初予算を据

え置く。 

地方消費税 

交付金 

①元年度一般会計当初予算をベースとする。②「中長期の経済財政に関する試算」

のベースラインケース（名目 GDP成長率）を見込む。 

特別区交付金 
①元年度一般会計当初予算をベースとする。②「中長期の経済財政に関する試算」

のベースラインケース（名目 GDP成長率）を見込む。 

その他 

①利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金は「中長期の経済財政に

関する試算」のベースラインケース（名目 GDP成長率）を見込む。 

②環境性能割交付金、地方譲与税交付金、地方特例交付金、特別会計繰入金、競馬

組合分配金、繰越金は、元年度一般会計当初予算を据え置く。 

特 

定 

財 

源 

国庫・都支出金 
①元年度一般会計当初予算をベースとする。 

②扶助費及び投資的経費における歳出額と連動させる。 

特定目的基金 

繰入金 

①元年度一般会計当初予算をベースとする。②投資的経費における歳出額と連動さ

せる。③減債基金からの繰入額を見込む。 

その他 

①分担金及び負担金は、直近５か年（27～元年度）の一般会計当初予算の推移で見

込む。②交通安全対策特別交付金、使用料及び手数料、財産収入、諸収入、寄付金

は、元年度一般会計当初予算を据え置く。 

歳 

 

出 

義

務

的

経

費 

人件費 ①元年度一般会計当初予算をベースとする。②退職手当を見込む。 

扶助費 

①元年度一般会計当初予算をベースとする。②直近５か年（27～元年度）の一般会

計当初予算の扶助費（１人当たり）の推移を見込む。③区独自の人口推計を見込

む。 

公債費 ①既発行の特別区債の償還額等を見込む。 

投資的経費 

①元年度一般会計当初予算をベースとする。②「公共施設等総合管理計画」及び

「文京区シビックセンター改修基本計画」の将来更新費用等を見込む。③主な大規

模施設整備等の投資的経費を見込む。 

他会計繰出金 

①元年度一般会計当初予算をベースとする。②直近５か年（27～元年度）の一般会

計当初予算の他会計繰出金（１人当たり）の推移を見込む。③区独自の人口推計を

見込む。 

その他 

①物件費、維持補修費は、直近５か年（27～元年度）の一般会計当初予算の推移等

を見込む。②積立金は、特別区債の償還のための経費や基金への積立を見込む。③

補助費、貸付金は、元年度一般会計当初予算を据え置く。 
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歳入歳出予算の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本計画期間外となる６年度以降は、事業計画の策定前のため、計画期間中の経費の推移に基づき、推計していま

す。 

 

（単位：百万円）

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

35,585 36,506 37,535 38,588 39,633 40,035 40,439 40,814 41,190 41,570

うち特別区民税 34,494 35,415 36,444 37,498 38,542 38,944 39,349 39,723 40,099 40,479

4,998 5,058 5,134 5,211 5,284 5,352 5,422 5,487 5,553 5,620

20,329 20,554 20,839 21,129 21,403 21,661 21,922 22,167 22,414 22,665

2,127 2,142 2,165 2,184 2,202 2,225 2,242 2,258 2,274 2,296

63,039 64,260 65,673 67,112 68,522 69,273 70,025 70,726 71,431 72,151

29,879 22,369 23,601 23,384 25,015 26,487 28,073 29,781 31,620 33,600

8,178 6,699 9,873 3,607 2,000 2,330 1,830 1,830 3,028 1,830

5,851 5,851 5,851 5,851 5,851 5,851 5,851 5,851 5,851 5,851

43,908 34,919 39,325 32,842 32,866 34,668 35,754 37,462 40,499 41,281

106,947 99,179 104,998 99,954 101,388 103,941 105,779 108,188 111,930 113,432

21,107 21,252 21,778 22,262 22,482 22,673 22,536 23,280 23,400 23,643

24,649 26,624 28,749 31,036 32,514 34,145 35,846 37,621 39,471 41,400

641 451 389 307 422 691 128 107 1,273 57

26,255 12,017 15,818 7,386 6,886 6,886 6,886 6,886 6,886 6,886

6,634 6,746 6,859 6,972 7,086 7,203 7,321 7,440 7,559 7,680

31,661 33,284 34,907 36,530 37,317 38,071 38,876 39,680 40,457 41,168

110,947 100,374 108,500 104,493 106,707 109,669 111,593 115,014 119,046 120,834

△ 4,000 △ 1,195 △ 3,502 △ 4,539 △ 5,319 △ 5,728 △ 5,814 △ 6,826 △ 7,116 △ 7,402単年度収支不足額　（A-B)

歳

 

 

出

義

務

的

経

費

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

他会計繰出金

その他

歳出合計　（B)

歳入合計　（A）

歳

 

 

 

 

入

一

般

財

源

特別区税

地方消費税交付金

特別区交付金

その他

小計

特

定

財

源

国庫･都支出金

繰入金

その他

小計

区分
年度

＜計画期間＞ 
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③ 特別区債の見通し 

特別区債は、公共施設の建設など一時的に多額の経費が必要で、かつ、将来そ

の施設を使う世代にも経費を負担していただくことが適当な場合に起債し、施設

建設が区財政を圧迫し、他の行政サービスに大きな影響を与えないようにしてい

ます。 

今後、区においても、学校改築等の大規模改修に要する経費について起債しま

すが、将来にわたって計画的に元金と利子を返済していけるよう、特別区債の発

行については、過度な将来負担を招くことのないよう慎重に行っていきます。 

   なお、起債に当たっては、借入条件がより有利となる公的資金からの借入を優

先しますが、近年、他自治体との調整により希望額の借入が困難となっているた

め、今後の財政見通しでは、新たな起債は見込んでいません。 

 

④ 基金の見通し 

基金は、年度間の財源調整を図り、急減な景気の変動による歳入減や臨時的な

歳出増に対応するとともに、将来的に起こる可能性のある激甚災害等への備えと

しても必要不可欠です。 

今回の財政見通しでは、主要課題の解決に向けた計画事業等に、基金を有効に

活用することで、基金残高の減少を見込んでおりますが、中長期的にバランスの

取れた安定的な財政運営を図り、基金残高の維持に努めていきます。 

 

〔基本的な考え方〕 

ア 対象 

財政調整基金、特定目的基金（減債基金及び介護給付費準備基金（特別会計）

を含む。）の年度末残高 

イ 期間 

令和２年度から 11年度までの 10年間 

1,023 

1,109 

1,004 

1,085 
1,045 

1,067 
1,097 

1,116 
1,150 

1,190 
1,208 

900

1,000

1,100

1,200

1,300

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

一般会計当初予算（歳出）

一般会計当初予算（歳出）の見通し 

単位：億円 

＜計画期間＞ 

令和 
年度 
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ウ 基本的な条件 

別表②「基金の推計の条件」のとおりとします。 

なお、推計は「歳入歳出予算の中長期的な見通し」と連動させるとともに、毎

年度の決算剰余金等を財政調整基金や特定目的基金に積み立てることを想定し

ます。 

 

別表②「基金の推計の条件」 

区 分 推 計 の 条 件 

財政調整

基金 

取崩額 ①毎年度の単年度収支不足額を取り崩す。 

積立額 ①一般会計の一定の決算剰余金を見込み、２分の１の金額を積み立てる。 

特定目的

基金 

取崩額 
①毎年度の繰入金を取り崩す。 

②特別区債における満期一括償還に要する経費を取り崩す。 

積立額 
①一般会計の２月補正において、一定の不用額を見込み、学校施設建設整備基金等へ

積み立てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

61,410 57,452 57,518 52,302 52,215 51,334 50,397 48,922 46,518 45,097 42,230

財政調整基金 18,978 18,704 20,974 21,136 20,162 20,462 20,426 20,353 19,350 18,158 16,720

特定目的基金 42,432 38,748 36,544 31,166 32,053 30,872 29,971 28,570 27,168 26,938 25,510

区分　　　　　年度

総基金

基金（年度末残高）の見通し （単位：百万円） 

＜計画期間＞ 

＜計画期間＞ 
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（１）変化する人口構成への対応 

 

区の将来人口推計では、令和 21年（2039年）までは、人口の増加傾向は続くと

推計しています。年少人口及び生産年齢人口は、令和 16年（2034年）まで増加を

続け、その後、減少に転じます。また、老年人口は今後著しく増加し、これまで以

上に少子高齢化の進行が加速していくと見込んでいます。そのため、認可保育所の

整備をはじめとする子育て支援施策等の充実といった、当面の人口増に対応する一

方、年少人口や生産年齢人口がピークを越え、高齢者の増加が続く令和 16年（2034

年）以降を見据えた対策にも取り組む必要があります。 

 

（２）安全・安心に対する意識の高まり 

 

① 大規模な地震の発生 

平成 23 年の東日本大震災や 28 年の熊本地震など、近年、わが国では大規模な

地震が発生しています。また、国によると、近い将来に発生の切迫性が指摘され

ている大規模地震のうち、関東から九州の広い範囲で強い揺れと高い津波が発生

するとされる「南海トラフ地震」は、今後 30 年以内に 70～80％、首都中枢機能

への影響が懸念される「首都直下地震」は、今後 30 年以内に 70％の確率で発生

するとされています。いつ、どこで起きるかわからない災害時の被害を最小限に

とどめるため、「自助・共助」の取組の重要性が、より一層高まっています。 

 

 

 

 

 

 

② 風水害（台風・集中豪雨等）の発生 

日本の気候は、季節の変わり目に梅雨前線や秋雨前線が停滞し、しばしば大雨

を降らせます。また、７月から 10月には接近・上陸する台風が頻発し、崖崩れや

土石流、川の氾濫など、人々の生命が脅かされるような風水害が相次いでいます。 

 

 

 

 

 

３ 本区を取り巻く社会状況の変化 

【近年災害をもたらした主な気象事例】 （資料：気象庁ホームページ）

発生年

平成27年 平成27年９月関東・東北豪雨 関東・東北で記録的な豪雨

平成29年 平成29年７月九州北部豪雨 西日本から東日本を中心に大雨

平成30年 平成30年７月豪雨 西日本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨

令和元年 記録的な大雨・暴風・高波・高潮台風第19号による大雨・暴風等

気象事例

発生年

平成23年 最大震度７ （Ｍ9.0）

平成28年 最大震度７ （Ｍ7.3）

最大震度６弱 （Ｍ6.1）

最大震度７ （Ｍ6.7）

【近年発生した主な大規模地震】 （資料：気象庁ホームページ）

地震名または震央地 規模（最大震度等）

東日本大震災

北海道胆振東部地震

大阪府北部

熊本地震

平成30年
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（３）ライフスタイルの多様化 

 

① 世帯数と１世帯当たりの人員 

平成 31 年の世帯数は 121,128 世帯

で、８年から増加を続けています。一

方、１世帯当たりの人員は減少を続け

ており、31 年は 1.83 人となっていま

す。 
※平成 24年の「住民基本台帳法の一部を改正する

法律」の施行に伴い、25年以降の数値には、外国

人住民を含む。 

 

 

② 女性の労働力率 

平成 30 年の女性の労働力

人口は 3,014万人（前年比 77

万人増）で、労働力人口総数

に占める割合は 44.1％とな

りました。また、女性の労働

力率（15 歳以上の人口に占

める労働力人口の割合）は

52.5％となっています。 

女性の労働力率を年齢階

級別にみると、昭和 60 年は

「20～24歳」と「45～49歳」を左右のピークとし、「30～34歳」を底とするＭ字

型カーブでしたが、平成 30 年は、Ｍ字型カーブの底の値が 24.2ポイント上昇し

たことで窪みが大幅に浅くなり、全体的に大きく上方にシフトしています。また、

Ｍ字型カーブの底となる年代も、晩婚化や第一子の平均出産年齢の上昇等により、

昭和 60年の「30～34歳」から、平成 30年は「35～39歳」になっています。 

 

 

③ 共働き世帯 

昭和 55年以降、夫婦ともに雇用者の共

働き世帯は年々増加し、平成 29年の全国

の共働き世帯は 1,188 万世帯となってい

ます。また、27 年の国勢調査では、本区

における共働き世帯（夫婦ともに就業者）

は 18,563世帯で、夫婦のいる一般世帯に

対する割合は 43.9％となっています。 

83,787 80,645 99,154 

121,128 
2.23 

2.06 
1.87 

1.83 

0.00

1.00

2.00

3.00

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

63 10 20 31

世帯数・１世帯当たりの人員の推移

世帯数 １世帯当たりの人員

（人） （人）

昭和 平成 年

資料：文京の統計

※各年１月１日現在

1,114 

921 641 
614 

949 
1,188 

0

500

1,000

1,500

昭和55年 平成9年 平成29年

共働き世帯数の推移（全国）

男性雇用者と無業の妻からなる世帯

雇用者の共働き世帯

資料：男女共同参画白書 平成30年版（内閣府）

（万世帯）

16.6 

71.9 

54.1 
50.6 

60.0 
67.9 68.1 

61.0 
51.0 

38.5 

15.5 

20.4 

74.8 
83.9 

76.9 

74.8 

79.6 79.6 79.2 
73.3 

58.1 

17.6 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

女性の年齢階級別労働力率

昭和60年 平成30年
（歳）

（％）

資料：厚生労働省「働く女性の実情」（平成27年版・平成30年版）
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（４）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の取組 

 

様々な人間活動に起因する諸問題を喫緊の課題として認識し、持続可能な社会の

構築に向けて、国際社会が協働して解決に取り組んでいくため、2015 年 9 月の国

連総会において「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され、その中

に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」として、貧困対策や気候変動、ジェンダー

等、17のゴール、169のターゲットが設定されました。これらのゴールやターゲッ

トは、不可分かつ統合的なものであり、持続可能な開発を達成する上で重要とされ

る「経済」「社会」「環境」の３つの側面を調和させるものです。 

国では、2016年に設置されたＳＤＧｓ推進本部により「ＳＤＧｓ実施指針」が示

され、特に注力すべき優先課題として、「健康・長寿の達成」「地域活性化」「循環

型社会」など８つの項目が掲げられました。これらの目標達成には、住民福祉の向

上を目指して、様々な施策を実施する各自治体の役割が期待されているとともに、

ＳＤＧｓの推進に当たっては、あるべき将来像から逆算して目標を定める「バック

キャスティング」の考え方が推奨されています。 

このような状況の中、区においても、将来に向けて持続可能な地域社会を構築す

るため、ＳＤＧｓの考え方も踏まえ、施策を推進することが求められます。 

 

 

 

 

 

資料：国連広報センター 
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（５）高度情報化社会の進展 ～「超スマート社会（Society5.0）」の実現～ 

 

近年、実社会の中であらゆる事業・情報がデータ化され、ネットワークでつなが

る「IoT（Internet of Things）」や、コンピュータが自ら学習し、人間を超える高

度な判断を行う「AI（Artificial Intelligence：人工知能）」などに代表される、

「第４次産業革命」と称される世界規模の技術革新が、従来にないスピードとイン

パクトで進展しています。 

国の「第５期科学技術基本計画」では、少子高齢化の影響が顕在化しつつある我

が国においては、その活用をものづくりだけでなく、様々な分野に広げ、経済成長

や健康長寿社会の形成、更には社会変革につなげていくことが掲げられています。

こうしたことから、ICTを最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル空間（現実

社会）を高度に融合した取組により、人々に豊かさをもたらす「超スマート社会」

を未来の姿として共有するとともに、狩猟社会・農耕社会・工業社会・情報社会に

続くような、新たな社会を生み出す変革を、科学技術イノベーションが先導してい

く「Society5.0」が提唱され、その実現に向けた一連の取組を強力に推進していく

ことが求められています。 

区においても、将来、人口減少により労働力が制約される中、効率的で質の高い、

持続可能な形で区民サービスを提供していくためには、様々な技術革新により、

日々生み出される新しい知識や技術を活用し、ＩＣＴ化を進めることが急務となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Society5.0 で実現する社会】 

資料：内閣府ホームページ 
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（６）公共施設等の老朽化 

 

国では、昭和 30年代から 50年

代にかけて高度経済成長や人口

の急増に伴い、多くの公共施設や

インフラが整備されました。今

後、一斉に建替え等の更新時期を

迎えようとしているため、更新に

掛かる費用をいかに確保してい

くかが大きな課題となっていま

す。 

地方制度調査会（総務省）の

「2040 年頃から逆算し顕在化す

る地方行政の諸課題とその対応

方策についての中間報告（令和元

年７月）」によると、道路、河川、

下水道、公園、公営住宅等に係る

国及び地方公共団体等の維持管

理・更新費が、2040 年代に最大で現在の約 1.4 倍となりピークを迎えるとの推計

もあり、今後、長寿命化や更新時期・費用の平準化、集約・複合化等を進めなけれ

ば、将来世代の負担の増加が懸念されると言われています。 

区では、昭和 30年代から 40年代にかけて、区立小・中学校等をはじめ、多くの

公共施設等の整備が行われました。今後、大規模改修や更新時期を迎える公共施設

等が集中することに伴い、多額の費用が必要になることが見込まれることなどから、

平成 28 年度に策定した「文京区公共施設等総合管理計画」に基づき、施設等の長

寿命化やコストの平準化を図るほか、人口減少や少子高齢化の状況等に応じた適切

な施設運営を行っていく必要があります。 
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資料：文京区公共施設等総合管理計画より作成 

建築物系公共施設の建築年別延床面積（文京区） 

資料：文京区公共施設等総合管理計画より作成 

公共施設等更新等費用の過去実績と将来見込み（文京区） 
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基本構想に掲げる将来都市像「歴史と文化と緑に育まれた、みんなが主役のまち『文

の京』」の実現に向け、各施策を推進するための基本的な考え方として、６つの基本政

策を示します。基本政策は、各分野の個別計画等との整合を図るとともに、ＳＤＧｓ

の視点を当てはめることで、既存の分野や組織の領域を超えた柔軟な発想により施策

を推進します。 

 

 

だれもが、安心して子育てができるとともに、子どもたちが輝く未来に向かって豊

かな心を育み、自分らしく健やかに成長していくことができるまちを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

だれもが、いきいきと自分らしく、心身ともに健康で自立した生活を送り、互いに

支え合いながら、住み慣れた地域でいつまでも暮らし続けることができるまちを目指

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

多彩な産業や文化・観光資源が、地域に活力と賑わいを与え、多様な文化の交流に

より、地域の新たな魅力を創造するまちを目指します。 

 

 

 

 

〇関連する分野   子育て支援、教育、青少年の健全育成 

〇ＳＤＧｓの視点  １ 貧困をなくそう      ３ すべての人に健康と福祉を 

４ 質の高い教育をみんなに  16 平和と公正をすべての人に 

〇関連する分野   高齢者福祉、障害者福祉、生活福祉、健康づくり、生活衛生環境 

〇ＳＤＧｓの視点  １ 貧困をなくそう       ２ 飢餓をゼロに 

３ すべての人に健康と福祉を  ６ 安全な水とトイレを世界中に 

16 平和と公正をすべての人に 

〇関連する分野   産業振興、文化振興、観光、交流 

〇ＳＤＧｓの視点  ８ 働きがいも、経済成長も  ９ 産業と技術革新の基盤をつくろう 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 

基本政策 第３章 

１ 子どもたちに輝く未来をつなぐ 

２ 健康で安心な生活基盤の整備 

３ 活力と魅力あふれるまちの創造 
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多様性に富んだ共生社会において、すべての人が、主体的な地域活動や文化的な学

びの場などを通じて、個性や能力を十分に発揮でき、暮らしの中に安心と豊かさのあ

るまちを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

だれもが快適で、安全・安心に暮らせる都市基盤を整備するとともに、環境負荷の

少ない、持続可能なまちを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全な財政運営のもと、多様な主体との協働や機動的な組織体制により、質の高い

行政サービスを提供し、将来に向けて持続可能な行財政運営を推進します。 

 

 

 

 

〇関連する分野   地域コミュニティ、生涯学習、スポーツ振興 

〇ＳＤＧｓの視点  ４ 質の高い教育をみんなに   ５ ジェンダー平等を実現しよう 

10 人や国の不平等をなくそう 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 

 

〇関連する分野   住環境、環境保護、災害対策、防犯・安全対策 

〇ＳＤＧｓの視点  ６ 安全な水とトイレを世界中に 

 ７ エネルギーをみんなに、そしてクリーンに 

11 住み続けられるまちづくりを  12 つくる責任つかう責任 

13 気候変動に具体的な対策を   14 海の豊かさを守ろう 

15 陸の豊かさも守ろう 

〇関連する分野   行財政運営 

〇ＳＤＧｓの視点  17 パートナーシップで目標を達成しよう 

４ 文化的で豊かな共生社会の実現 

５ 環境の保全と快適で安全なまちづくり 

６ 持続可能な行財政運営 
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戦略シートでは、基本政策の考え方を踏まえ、計画期間（４年間）における重要性・

緊急性の高い 54 の主要課題について、課題解決に向けて組織横断的に取り組むべき

ことと、解決手段となる計画事業を明らかにします。 

それぞれの主要課題について、現状や問題点等を、データを活用しながらわかりや

すく示すとともに、計画期間の取組の方向性や、計画事業等、課題解決に向けた計画

期間のロードマップを示しています。 

計画期間中は、戦略シートに掲げる４年後の目指す姿に向け、計画事業を実施する

とともに、毎年度の行政評価や予算編成との連動を図りながら、計画期間中であって

も事業を柔軟に組み替えるなど、戦略的な事業展開を図ります。 

 

 

 

基本政策１ 子どもたちに輝く未来をつなぐ 

１ 妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援 

２ 保育サービス量の拡充・保育の質の向上 

３ 子育て支援サービスの安定的な提供 

４ 子どもの発達に寄り添った支援体制の整備 

５ （仮称）文京区児童相談所設置に伴う総合的な支援体制の整備 

６ 子どもの貧困対策 

７ 子どもの健康・体力の向上 

８ 新しい時代の「学力」向上 

９ 共に生きるための豊かな心と行動力（共生力）の育成 

10 不登校への対応力強化 

11 学校施設等の計画的な改築・改修等 

12 就学児童の多様な放課後の居場所づくり 

13 青少年の健全育成と自主的な活動の支援 

 

基本政策２ 健康で安心な生活基盤の整備 

14 介護サービス基盤の充実 

15 【地域包括ケアシステムの深化・推進①】在宅医療・介護連携の推進 

16 【地域包括ケアシステムの深化・推進②】認知症施策の推進 

17 【地域包括ケアシステムの深化・推進③】介護予防・地域での支え合い体制づくりの推進 

18 【地域包括ケアシステムの深化・推進④】高齢者の居住安定の支援 

戦略シート（計画期間で取り組むべき54 の主要課題） 第４章 

１ 戦略シート（主要課題）一覧 
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19 高齢者の見守りと権利擁護 

20 地域共生社会を目指した総合的・包括的な相談支援体制の整備 

21 障害者の自立に向けた地域生活支援の充実 

22 障害者の一般就労の定着・促進 

23 障害者差別の解消と権利の擁護 

24 生活困窮者の自立支援 

25 適正な医療保険制度の運営 

26 区民の主体的な生活習慣の改善 

27 がん対策の推進 

28 総合的な自殺対策の推進 

29 受動喫煙等による健康被害の防止 

 

基本政策３ 活力と魅力あふれるまちの創造 

30 中小企業の企業力向上 

31 商店街の活性化 

32 消費者の自立 

33 文化資源を活用した文化芸術の振興 

34 誰もが観光に訪れたくなるまちの環境整備 

35 都市交流の推進 

 

基本政策４ 文化的で豊かな共生社会の実現 

36 地域コミュニティの活性化 

37 図書館機能の向上 

38 東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の推進とレガシーの継承 

39 男女平等参画社会の実現 

40 人権と多様性を尊重する社会の実現 

 

基本政策５ 環境の保全と快適で安全なまちづくり 

41 誰もが暮らしやすいまちのバリアフリー化の推進 

42 安全・安心で快適な公園等の整備 

43 地域の特性を生かしたまちづくり 

44 移動手段の利便性向上 

45 地球温暖化対策の総合的な取組 

46 循環型社会の形成 

47 生物多様性と都市の発展・再生 

48 地域防災力の向上 

49 災害に強い都市基盤の整備 
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50 防災拠点機能の強化 

51 災害時の要配慮者への支援 

52 地域の犯罪抑止 

53 管理不全建築物等の対策の推進 

54 総合的な交通安全対策の推進 

 

 

 

総合戦略では、様々な施策を推進するための基盤となる行財政運営の取組について

は、第５章の「行財政運営」に示していますが、戦略シートに掲げる主要課題に関連

して、組織横断的な対応が必要なものや、関連事業の見直し等を図るもの、技術革新

を活用して新たな行政サービスを研究するもの（Society5.0）等については、それぞ

れの戦略シートに「行財政運営の視点」として示しています。 

これらの取組を計画事業と合わせて進めることで、様々な課題にも、きめ細かに対

応していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 行財政運営の視点 
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【戦略シート】 
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戦略シートの見方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １  現状・関連データ・関連する主な計画等 

主要課題に関する社会状況の変化や現状・問題点等を、関連データ等を活用

しながら説明しています。 

 ２  課題解決に向けて取り組むべきこと 

現状等を踏まえ、区として主要課題に取り組む必要性を示し、その解決に向

けて取り組むべき内容を明らかにしています。 

 

 

●現状● ●関連データ●

○ ① 就学前児童人口の推移

○

○

○

○
② 保育所等定員数及び保育所待機児童数の推移

○

○

●関連する主な計画等●
・ 文京区子育て支援計画

（平成27年度～平成31年度）

●課題解決に向けて取り組むべきこと●

・子どもが安心して育つ環境を整え保護者の不安を解消するため、保育ニーズの的確な把握と保育サービ
ス量のより一層の拡充を図り、早急に保育所待機児童を解消する必要があります。
・指導検査と区立保育園園長経験者等による巡回指導を両輪とした指導体制の強化をより一層図り、全て
の保育施設の保育の質の向上に取り組む必要があります。

また、私立認可保育所等の急激な増加を踏ま
え、保育施設に対する指導検査等のより一層
の強化・充実に努めることで、保育の質の向
上を図っています。

（数値は各年度4月1日時点）

令和元年10月の幼児教育・保育の無償化を受
け、対象となる施設の保育内容の確認を進め
ていく必要があります。

区立お茶の水女子大学こども園の運営に加
え、区立幼稚園の認定こども園化について、
校園舎の改築・改修や保育所待機児童の状況
等を踏まえ、園毎に個別に判断し取り組みを
進めています。

保育所等の定員数は、積極的な私立認可保育
所等の開設により、平成26年から31年までに
3,055人増加しています。

区では、就学前児童人口の増加等による保育
ニーズの高まりに迅速に対応するため、私立
認可保育所等の開設を積極的に進め、保育所
待機児童の解消に取り組んできました。

（数値は各年度4月1日時点）

全国的には年少人口が減少に転じ、少子化が
進行する中、本区では出生数の増加ととも
に、就学前児童人口は増加を続けており、平
成31年4月1日現在の保育所待機児童は46人と
なっています。

本区における保育ニーズは今後も高まると予
想されるため、引き続き、保育サービス量の
拡充に向けた取り組みが求められています。

区では、独自の「幼児教育・保育カリキュラ
ム」を策定し、幼稚園・保育園を問わず、等
しく質の高い幼児教育・保育を提供する環境
を整えています。

出生数・子育て世帯の増加等の影響により、0
歳～5歳の就学前児童人口は増加傾向にあり、
平成26年度から31年度までに1,953人増加して
います。

◎基本政策 １　子どもたちに輝く未来をつなぐ

主要課題 No. 2 保育サービス量の拡充・保育の質の向上
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資料：基本構想実現度評価

保育所等定員数 保育所待機児童数

（人）
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●４年後の目指す姿●

●計画期間の方向性●

●手段（当初事業計画）●

 ・毎年度、保育ニーズ量を検証（文京区子育て支援事業計画の進行管理）

 ●私立認可保育所等の開設（施設整備費・運営費等の補助）

　（保育ニーズ量に基づく施設整備）

【公有地を活用した保育所整備】

 ◎子育てひろば西片建物・青柳保育園仮園舎（令和２年４月）

◎国家公務員研修センター跡地（令和３年10月予定）

◎（令和５年４月）

 ●定期利用保育の実施

［ ] 　（開設当初募集を行わない５歳児の保育室等を活用した１・２歳児の定期利用保育）

 ・春日臨時保育所の運営

（０～２歳児の単年度の預かり・３～５歳児の持ち上がりの預かり）

 ・施設の改築・改修計画に合わせ、区立幼稚園を認定こども園化

 ・柳町こどもの森・明化幼稚園・後楽幼稚園・湯島幼稚園の移行

［ ]

 ・幼稚園の教育課程の開始前または終了後・長期休業中における預かり

［ ]
【指導体制の更なる強化】
 ●私立認可保育所等の指導検査

［ ]  ●区立保育園園長経験者等の巡回指導、連絡会・研修会の実施

 ・保育園・幼稚園における等しい幼児教育・保育の提供

 ・日々の幼児教育・保育の中で、遊びを通した健康な心と体の育成

［ ]
 ・保育所型認定こども園の運営委託

 ・研修成果の報告（こども園フォーラム）

［ ]
 ・乳幼児期早期からの社会的スキル等の発達促進

 ・保育園等と専門家チーム（作業療法士等）との連携による

［ ] 専門的発達支援

 ・発達支援の観点から、心理士等による保育士・保護者等への助言

［ ]
 ・総合相談事業（一般相談・専門相談）

 ・子ども応援サポート室（経済的な困りごと等の相談・保育園等への巡回相談）

［ ]  ・子どもの最善の利益を守る法律専門相談事業

  （弁護士による離婚・養育費・面会交流等の相談）

幼児保育課

文京区版幼児教育・保育カリ
キュラムの実践

私立認可保育所等の質の向上

幼児保育課

幼児保育課
文京版スターティング・ストロ
ング・プロジェクト

教育センター

発達支援巡回事業

教育センター

子ども家庭相談事業

子ども家庭支援センター

区立お茶の水女子大学こども園
の運営

　就学前児童人口の増加等による保育ニーズに迅速に対応するため、私立認可保育所を中心とした保育所
の開設、区立幼稚園の認定こども園化等を進め、保育サービス量の拡充に取り組みます。

　子ども・子育て支援法に基づく指導検査や、保育園等への専門職員の巡回により、保育の質の向上と安
全確保を推進します。また、幼児教育・保育カリキュラムの実践、保育所型認定こども園の研究成果の還
元により、保育園・幼稚園における質の高い幼児教育・保育を提供します。

〇保育の質の向上

計画事業（所管課）
年次計画

事業費
2020（R2） 2021(R3） 2022（R4） 2023（R5）

－

大塚一丁目都営バス大塚支所跡地

私立認可保育所の開設を中心と
した待機児童対策

幼児保育課

　保育のニーズ量を踏まえた保育所等の整備が進み、保育所待機児童の解消が図られ、保育を必要とする
世帯において保育が必要な年齢で入園できている。また、認可外保育施設を含むすべての保育施設におい
て、安全で質の高い保育サービスが提供されている。

〇保育サービス量の拡充

学務課

区立幼稚園の預かり保育

学務課

区立幼稚園の認定こども園化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３  ４年後の目指す姿 

主要課題の解決に向けた取組を進めることで、計画期間内に目指す姿（起こ

したい変化）を示しています。 

 ４  計画期間の方向性 

課題解決に向けた取組（計画事業等）の方向性を整理しています。 

 ５  手段（当初事業計画） 

課題の解決手段となる計画事業を紐づけるとともに、計画期間内における事

業内容のレベルアップ等を年次計画として示し、課題解決に向けて計画性を持

った事業の実施を推進します。 

３ 

４ 

５ 

計画期間を通して

取り組む事業概要

を示しています 

重点施策など、計

画期間内での新

規・レベルアップ

がある場合は、該

当年度に●印で示

しています。ま

た、取組期間が見

込まれているもの

は矢印で示してい

ます 

施設の整備は、開

設年度に◎印で示

しています 
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 人口構成の変化等に伴い、行政サービスに対する区民ニーズは一層多様化し、行政

需要も増加の一途をたどっています。今後も、限られた経営資源の下で、区民ニーズ

にかなったサービスを効果的に提供していくためには、多様な主体との協働や簡素で

効率的な組織体制の構築等、より質の高い効率的な行政体制を構築することが必要で

す。 

 そのため、総合戦略では、以下の４つの視点から、区民サービスの向上と健全な財

政運営の確保を図り、将来に向けて持続可能な行財政運営を推進していきます。 

 

 

 

 

 

  

行財政運営 第５章 

≪行財政運営の４つの視点≫ 
 
１ 区民サービスの更なる向上 

 

 

２ 多様な行政需要に対応する施設の整備 
 

 

３ 財政の健全性の維持 
 

 

４ 質の高い区民サービスを支える組織体制の構築 
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（１）ICT を活用した区民サービスの充実 

【現状・課題】 

・国は、「Society 5.0」を提唱し、人々に豊かさをもたらす超スマート社会の実

現を目指しています。現在、自動走行バスの実証実験が開始されるなど、官民

一体となった取組が行われています。 

・自治体においても、サービスを将来にわたり継続的かつ安定的に提供していく

ためには、AIやロボット等の ICTを活用していくことが重要となっています。 

・令和元年５月にデジタル手続法が成立し、情報通信技術の活用により、様々な

行政手続における電子申請を推進していくことが求められています。 

・現在、国は、令和４年度中にほとんどの住民がマイナンバーカードを保有して

いることを想定し、区市町村に対し住民への申請勧奨や交付窓口の充実等を求

めており、今後、インターネット上でマイナンバーカードを活用した電子申請

が拡充される見込みとなっています。 

・「文京区区政に関する世論調査（平成 30 年度実施）」では、IT の活用により実

現するとよいと思う区のサービスについて、「インターネット上で（窓口に行

かなくても）申請できる行政手続の充実」が 67.5％と最も多くなっています。 

・スマートフォンの急速な普及等、情報通信分野の進展に伴い、様々な場面で決

済手段のキャッシュレス化が進んでおり、対応が求められています。 

 

【基本的な考え方】 

１ Society5.0 の実現に向けた研究の推進 

様々な技術革新による新しい知識や技術を活用した国や民間企業、研究機関

等の取組を注視するとともに、本区の特性を生かした Society5.0 の実現に向

けた研究を推進していきます。 

２ 最新技術の積極的な導入と ICTを活用した行政手続の推進 

AI 等の最新技術を用いたサービスを積極的に導入するとともに、ICT を活

用した行政手続の推進を図ります。 

なお、戸籍住民課の窓口においては、今後も転入者の増加が見込まれること

から、円滑な手続となるよう事務改善を進めるとともに、ICT を活用して更な

る待ち時間短縮と業務効率化の実現を目指します。 

３ キャッシュレス化の推進 

各種証明書発行手数料の支払い及び公金の納付において、電子マネーやスマ

ートフォンアプリ等によるキャッシュレス化を推進します。 

１ 区民サービスの更なる向上 
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４ インターネット施設予約システムの再構築 

インターネット施設予約システム「『文の京』施設予約ねっと」の更新に当

たり、対象施設の拡大や、操作性・検索性の向上等、利用者にとって分かりや

すく、利便性が更に向上するようシステムを再構築します。 

５ マイナンバーカードの普及等に向けた取組の推進 

マイナンバーカードの交付については、手続に不安がある方向けの申請サポ

ートや、転入手続を行う際に、あわせて申請できるよう新たな窓口を設置する

等、申請しやすい環境を整備します。 

また、マイナンバーカードの公的個人認証を活用した電子申請については、

今後示される国の方針等を勘案しながら対応を検討するとともに、区民への分

かりやすく丁寧な周知に努めていきます。 

なお、令和元年８月末にマイナンバーカードの交付率が 18％を超え、近年、

全国主要コンビニエンスストアで住民票の写し等を取得するサービス（コンビ

ニ交付サービス）の利用者が増えています。他方、区民サービスコーナーの利

用者数は減少傾向にあります。引き続き、コンビニ交付サービスの利用促進を

図るとともに、地域活動センター業務のあり方を検討しながら、来客実態に即

した区民サービスコーナー窓口の開設日及び開設時間に見直します。 

 

 

（２）開かれた区役所 

【現状・課題】 

・区政情報については、区報やホームページ、都市型有線テレビの区民チャンネ

ル、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）等の各媒体による発

信や連携を強化し、積極的な広報活動を展開しています。区民はもちろん、国

内外から訪れる観光客の増加等に伴い、必要とされる情報も多様化しているこ

とから、だれもが必要な情報を正確に取得することができる環境の整備が求め

られています。 

・区が保有する公共データを、様々な地域課題を解決するための貴重な社会的資

源として捉え、オープンデータとして公開しています。スマートフォンや IoT

の普及等により、大量かつ多様なデータを扱える環境整備が進められており、

公共データの更なる活用への期待が高まっています。 
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【基本的な考え方】 

１ 区の情報発信・収集の充実 

区民ニーズや新技術の開発等による社会の変化を踏まえ、区民等により効

果的・効率的な情報提供を行うため、新たな情報発信の手法や体制について検

討します。 

また、区ホームページ等の既存の情報発信手段についても、区民等の意見を

踏まえて見直しを行い、より充実した情報発信・収集を行っていきます。 

２ オープンデータの推進 

オープンデータの利用者等のニーズの把握に努めるとともに、都と連携し、

国が示す推奨データセットに指定されたデータの公開を進めるなど、オープ

ンデータの推進を図ります。 

 

 

（３）多様な主体との協働（新たな公共の担い手） 

【現状・課題】 

・現在の社会において、複雑化・多様化した課題はますます増加しており、福祉、

子育て、防災等の様々な分野における住民主体の取組が盛んになってきていま

す。また、社会福祉協議会を通じてこれまで築いてきたＮＰＯや地域活動団体

等とのつながりを活用することで、地域課題の解決に取り組む意欲・能力のあ

る団体との連携を図っています。 

・「新たな官民連携モデル」としてコンソーシアム形式を取り入れ、社会課題の

解決手法の一つとして実施しています。多様な施策を展開するため、行政だけ

では困難な、あるいは、行政単独で実施するよりも大きな効果が期待できると

想定した場合には、コンソーシアム形式を取り入れることにより、それぞれの

強みを生かした多様な施策を展開できることが期待できます。例えば、「こど

も宅食コンソーシアム」では、多様な主体がイコールパートナーシップの下で

コンソーシアムを構成し、コレクティブ・インパクトの手法を採用し、課題解

決に寄与しています。 

 

【基本的な考え方】 

１ 多様な主体との協働の推進 

社会福祉協議会との連携を深めつつ、引き続きＮＰＯや事業者等の状況を確

認しながら、多様な主体との協働を推進していきます。 

また、区が導入するコンソーシアムについて、活動成果が評価できる仕組み

や事前評価を行い、より高い次元での成果を得られるようにしていきます。 

                         
 コンソーシアム 行政や企業、ＮＰＯ等の複数の組織が集まり、共通の目的を持ち活動する共同体 
 イコールパートナーシップ 対等な関係で行う協力や提携 
 コレクティブ・インパクト 行政や企業、ＮＰＯ等の立場の異なる組織が、お互いの強みを出し合い、社会的な課題の解決

に取り組むための枠組み 

148



 

（４）指定管理者制度、業務委託等 

【現状・課題】 

・質の高いサービスを継続的かつ安定的に提供していくため、様々な行政サービ

スの分野において、業務の最適な提供手法を幅広く検討した上で、指定管理者

制度や業務委託等を導入し、民間活力の活用を推進しています。 

・指定管理者制度については、施設の所管課によるモニタリングのほか、応募時

に「労働条件セルフチェックシート」の提出を事業者に義務付けるとともに、

制度導入初年度に社会保険労務士の訪問調査等による労働条件モニタリング

を実施しています。また、区が発注する委託・工事等の契約についても、契約

金額が１億円以上の業務委託契約及び工事請負契約を対象に、社会保険労務士

の訪問調査等による労働条件モニタリングを実施しています。 

 

【基本的な考え方】 

１ 指定管理者制度、業務委託等の活用 

公共サービスの提供手法の検討に当たり、指定管理者制度、業務委託等、各

手法の特徴や効果を考慮した上で、対象業務に最適な提供手法を幅広く検討

します。 

区役所閉庁時の受付窓口業務については、宿直職員により対応しています

が、深夜勤務を伴う業務の性質上、人材確保が困難となっています。今後も安

定的に運営していくため、職員の退職状況を見ながら、委託化を進めます。業

務の委託に当たっては、業務分析を行い、法令等により職員が対応しなければ

ならない業務を除き、先進技術の活用を進めながら、効率的で適切な業務運営

となるようシビックセンターの警備及び受付・案内業務と併せて委託します。 

２ 指定管理者制度、業務委託等の管理・監督 

質の高い公共サービスを安定的に提供できるよう、適切にモニタリングや

管理・監督を行っていきます。 
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（１）公共施設 

【現状・課題】 

・都心回帰の影響や子育て支援施策をはじめとする各種施策の充実により、本区

の人口は増加傾向が続いていますが、今後の見通しでは高齢化の進展により人

口構成に変化が見られ、区民の公共施設への利用需要や要望にも変化が生じる

ことが考えられます。地域特性や区民ニーズの変化を的確に捉え、多様なニー

ズの変化に柔軟に応える公共施設の整備が必要になります。 

・区有施設等の有効活用に当たっては、民間活力の導入可能性について検討し、

区民サービスの向上と効率的かつ質の高い施設の運営を進めていく必要があ

ります。 

・文京シビックセンターは、大・小ホールをはじめとした様々な区民施設、公共

機関、区庁舎で構成され、区民サービスを提供する拠点であるとともに、大地

震等の災害時には、区の防災拠点としての機能も有しています。第１期工事の

竣工後、25年が経過し、経年劣化による設備機器の更新、竣工時から変化して

きた社会情勢や区民ニーズへの対応などが必要な時期を迎えています。また、

省エネ対策への取組や東日本大震災での教訓を踏まえた震災対策の強化等が

求められています。 

 

【基本的な考え方】 

１ 時代に即した区有施設の整備・転換と国・都有地等の活用 

区が施設の設置場所を確保する場合には、原則として、既存の区有地及び区

有施設を積極的に活用します。しかしながら、多様な行政需要への対応のた

め、未利用の国有地や都有地等が活用できる場合には、土地の取得又は定期借

地制度の活用等を検討します。なお、活用に当たり、施設の建設や管理運営に

ついては、PFIや PPPなどの手法も参考としながら、積極的に民間活力の活用

を検討するとともに、社会経済情勢、区民ニーズ、地域特性等に的確に対応

し、機能水準の高度化を図り、より利用しやすく、地域に貢献できる施設とし

ます。 

                         
 PFI（Public Finance Initiative） PFI法（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律）に基づ

き、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法 
 PPP（Public Private Partnership） 公共施設等の建設、維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民

間の創意工夫等を活用し、財政資金の効率的使用や行政の効率化等を図るもの 

２ 多様な行政需要に対応する施設の整備 
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【区有施設及び区有地】 

番号 現況建物等 活用の方向性等 

１ 湯島総合センター 

湯島総合センター１・２階の湯島幼稚園が
移転した後、民間活力を活用した改築等を進
めていきます。 

２ 交流館 

 小規模な施設が多いことや施設の老朽化
が進んでいることを踏まえ、今後の交流館の
あり方及びこれからの多世代交流のあり方

について、検討していきます。 

３ 
旧元町小学校及び

元町公園 

関東大震災の帝都復興事業により一体的
に整備された歴史性に配慮しつつ、民間活力
を活用した保全・有効活用を進めていきま
す。 
 

●戦略シート 42「安全・安心で快適な公園等の整備」 

４ 
文京ふるさと歴史

館 

文京ふるさと歴史館の施設のあり方とと
もに、スペースの有効活用を図るため、可変
性のある展示機能（AR や VR 技術の活用等）

について検討していきます。 
 
●戦略シート 33「文化資源を活用した文化芸術の振興」 

５ 児童館 

放課後全児童向け事業の実施が、児童館の
利用状況に与える影響を踏まえながら、児童
館のあり方を検討していきます。 
 
●戦略シート 12「就学児童の多様な放課後の居場所づくり」 

６ 
大塚地域活動セン

ター移転後跡地 

大塚一丁目都営バス大塚支所跡地に移転
整備後、新たな行政需要や区民ニーズを踏ま
えた跡地整備を検討していきます。 

７ 

旧アカデミー向丘

（誠之小育成室移

転後跡地） 

改築中の誠之小学校内に育成室２室が開
室（令和５年度予定）した後、新たな行政需
要や区民ニーズを踏まえた跡地整備を検討
していきます。 
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【国・都有地等】 

番号 現況建物等 活用の方向性等 

１ 

大塚一丁目都営

バス大塚支所跡

地 

事業主体である大学と協議しながら、令和
５年度開設を目指し、地域活動センター、保育
所、キッズルーム、育成室、自転車駐車場等の
整備を進めていきます。 
 
●戦略シート ２「保育サービス量の拡充・保育の質の向上」 

３「子育て支援サービスの安定的な提供」 
12「就学児童の多様な放課後の居場所づくり」 
54「総合的な交通安全対策の推進」 

２ 

小石川三丁目旧

財務省小石川住

宅跡地 

児童相談所における具体的な相談体制及び
連携体制を検討し、令和４年度後半の開設を
目指し、利用者と管理者双方にとって、安全で
安心な施設となるよう整備を進めていきま
す。 
 
●戦略シート ５「（仮称）文京区児童相談所設置に伴う 

総合的な支援体制の整備」 

３ 

小石川三丁目旧

国家公務員研修

センター跡地 

保育所待機児童解消対策及び育成室利用ニ
ーズの増加対策の一助とするため、保育所及

び育成室の合築整備により、令和３年度中の
開設を目指し準備を進めていきます。 
 
●戦略シート ２「保育サービス量の拡充・保育の質の向上」 

12「就学児童の多様な放課後の居場所づくり」 

４ 

小日向二丁目旧

財務省小日向住

宅跡地 

介護施設整備に係る国有地の有効活用制度
を活用し、国からの定期借地により、特別養護

老人ホーム等の福祉施設を誘致整備する準備
を進めていきます。 
 
●戦略シート 14「介護サービス基盤の充実」 

５ 

後楽一丁目（仮

称）小石川地方合

同庁舎 

後楽一丁目のエリアマネジメント事業によ

り、区立認定こども園と清掃事務所を整備す
るため、準備を進めていきます。 

６ 
白山一丁目（白山

東児童館隣地） 

誠之小学校内に育成室２室が開設（令和５
年度予定）されるまでの間、暫定的に育成室を
整備します。 
中長期的には、建築後 30年以上経過する白

山東児童館の改築又は大規模改修時に合わ
せ、将来的な行政需要を考慮した上で、区立白
山一丁目児童遊園を含む区有地の一体的な活
用を検討します。 
 
●戦略シート 12「就学児童の多様な放課後の居場所づくり」 
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２ 老朽化施設等の更新 

効率的な維持管理・修繕の検討により経常的なコストの抑制や、公共施設等

の計画的な予防保全を実施することで、LCC（ライフサイクルコスト）の削減

を図ります。計画的に大規模改修や更新を実施することで、それらの集中を回

避し、コストの平準化を図ります。 

番号 現況建物等 主な内容 

１ 
男女平等センタ

ー 

建築後 30年以上が経過しており、空調・給排水
設備等の更新に合わせ、男女平等参画施策を推進
するための拠点施設として更に有効に機能するよ

う、研修室等のリニューアルについて検討してい
きます。 
 

●戦略シート 39「男女平等参画社会の実現」 

２ 

特別養護老人ホ

ーム 

（くすのきの

郷、白山の郷、

千駄木の郷） 

各種設備の更新等の時期を迎えており、施設・
設備等の機能を原状回復する工事を実施するとと
もに、改修の実施方法やスケジュールについて、
施設ごとに検討していきます。 
 

●戦略シート 14「介護サービス基盤の充実」 

３ 
小日向台町小学

校（幼稚園） 

建築後 80年以上が経過し、全面改築等が必要な

時期を迎えており、学校関係者及び町会等地域関
係者を交えた検討委員会を設置し、改築に向けた
検討を進めていきます。 
 
●戦略シート 11「学校施設等の計画的な改築・改修等」 

４ 
千駄木小学校

（幼稚園） 

建築後 80年以上が経過し、全面改築等が必要な
時期を迎えており、学校関係者及び町会等地域関
係者を交えた検討委員会を設置し、改築に向けた
検討を進めていきます。 
 
●戦略シート 11「学校施設等の計画的な改築・改修等」 

５ 

図書館 

（小石川図書館

等） 

文京区立図書館改修等に伴う機能向上検討委員
会の結果を踏まえ、小石川図書館については、全
面改築に向けた検討を進めていきます。このほか、
老朽化が進んだ図書館についても、改築・改修等
の検討を順次進めていきます。 
 

●戦略シート 37「図書館機能の向上」 
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３ 公的不動産（ＰＲＥ）の活用 

利活用が可能と考える公的不動産については、公共公益的な利用や財源確

保に向けた売却等に取り組みます。 
 

番号 現況建物等 活用の方向性等 

１ 
旧介護予防拠点いき

いき西原跡地 

行政需要や区民ニーズを踏まえた整備を検

討していきます。 

２ 旧柏学園 

 引き続き、柏市との協議を継続しながら、建

物を含む敷地全体の恒久的な活用策について

検討していきます。 

３ 
旧岩井学園グラウン

ド及び教職員住宅 

売却方法も含め、旧岩井学園グラウンド及

び教職員住宅の売却について検討していきま

す。 

４ 

区立住宅 

（区立根津一丁目住

宅） 

将来人口推計や社会経済の動向を踏まえ、

区立住宅のあり方を検討していきます。 

４ 文京シビックセンターの機能向上 

平成 29 年 3 月に策定した「文京シビックセンター改修基本計画」に基づき、

防災機能の強化、区民施設エリア及び執務フロアエリアの改修を計画的に実

施していきます。 

 

 

 

番号 改修に当たっての５つの視点と主な事業内容 

１ 

防災拠点としての機能向上を図ります。 

①電力の確保 ②構造体及び各種設備等の安全性の向上 ③帰宅困

難者対策 

【主な内容】 

非常用発電設備の拡充、災害対策本部の機能強化、長周期地震動対

策、スプリンクラーの耐震化 

２ 

省エネ・CO2 排出量の削減により、環境負荷の軽減を図ります。 

①省エネ機器や高効率機器への更新 ②エネルギー管理による省エ

ネ推進 ③冷暖房負荷の軽減 

【主な内容】照明機器の LED 化、BEMS（ビルエネルギー管理システ

ム）の導入、高効率・高性能機器への更新 
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番号 改修に当たっての５つの視点と主な事業内容 

３ 

ユニバーサルデザインの充実等により、来庁者等の利便性を向上

させます。 

①わかりやすいサイン表示等利用者の利便性向上 ②エレベータ

ーの機能改善 ③トイレの利便性の向上 

【主な内容】サインの見直しと多言語化、バリアフリー環境の向

上、トイレの洋式化 

４ 

行政需要への変化に柔軟に対応します。 

①執務フロアーの配置見直し ②執務フロアーの有効活用 

【主な内容】窓口カウンターの仕様及び形状の改善、組織規模に

応じた執務フロアーの配置 

５ 

計画的・効率的な改修等により経費の縮減を図るとともに建物の

健全性を確保します。 

①予防保全の適切な実施 ②ランニングコストやメンテナンスを

考慮した機器更新 ③費用の縮減及び平準化 

【主な内容】電気・機械・エレベーターの保全及び更新、ランニ

ングコストやメンテナンスを考慮した機器更新 

 

 

（２）公共施設マネジメント 

【現状・課題】 

・これまで、適切に公共施設の整備・更新をしてきましたが、老朽化が進んでお

り、今後、多くの施設が一斉に更新時期を迎えていきます。 

・将来的には生産年齢人口の減少に伴う税収の減が懸念されます。こうした状況

に的確に対応していくためには、限られた財源を有効に活用しながら、公共施

設を維持管理し、運営していく必要があります。 

 

【基本的な考え方】 

１ 公共施設マネジメントの取組の推進 

定期的な点検・診断により、劣化が進行する前の軽微な段階で適切な修繕を

行う「予防保全型の維持管理」を実施することにより、施設を良好な状態で保

持しながらできる限り長寿命化を推進し、修繕費等の削減や区の財政負担の

平準化を図る取組を推進します。 

また、経営的視点から、区全体の施設等の最適化を図るため、「公共施設等

総合管理計画」に基づく、公共施設マネジメントの取組を推進していきます。 
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（１）受益者負担の適正化 

【現状・課題】 

・行政サービスを利用する人としない人との間における負担の公平性を考え、公

費で賄う部分と受益者が負担する部分とのバランスを適正に保つことを「受益

者負担の適正化」と言い、公の施設等に係る使用料等について、平成 25 年度

と 28 年度に改定を行っています。使用料等は算定当時のコストを基に算出し

ているため、行政サービスごとに設定した利用者負担割合の区分見直しも含め、

時代の変化に対応した適正な受益者負担としていく必要があります。 

 

【基本的な考え方】 

１ 受益者負担の適正化 

社会経済の動向や行政サービス利用状況、料金改定による影響等を総合的

に勘案し、受益者負担の適正化を図った使用料等の見直しについて検討して

いきます。 

 

 

（２）補助金のあり方 

【現状・課題】 

・平成 30 年度に「文京区補助金に関するガイドライン」を改定し、個人情報の 

取扱いや障害のある方及び LGBT への配慮等に関する項目を追加するとともに、

補助金の交付に関する課題等をより適正に把握するため、「補助金等チェック

シート」の様式の変更を行いました。また、27年度から 29年度までの補助事

業の実績について、補助金等チェックシートを用いて検証を行い、その結果を

ホームページに公開しています。「文京区補助金に関するガイドライン」に基

づいた運用を通して、公平性と透明性の確保を十分に行う必要があります。 

 

【基本的な考え方】 

１ 補助金のあり方 

個々の補助金について、「交付の適否」と「適正な運用」という二つの観点

からの継続的な検証・改善を行っていきます。 

 

 

（３）新公会計制度の導入に伴うセグメント分析 

【現状・課題】 

・平成 29年度から、「統一的な基準による財務書類」を導入したことにより、事

３ 財政の健全性の維持 
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業ごとにセグメント分析した行政コスト計算書を作成しています。これにより、

人件費等も含めた事業の総コストを把握することができるため、財政公表資料

にて主要事業の総コスト等実績報告を行い、区民へのアカウンタビリティの向

上を図っています。予算編成、受益者負担の適正化等において、セグメント分

析の内容をどのように活用するか、具体的な検討を行う必要があります。 

 

【基本的な考え方】 

１ 新公会計制度の導入に伴うセグメント分析 

セグメント分析の予算編成、受益者負担の適正化等へ活用方法について検

討していきます。 

 

 

（４）ふるさと納税 

【現状・課題】 

・区の施策に共感し、賛同いただいた方の社会貢献の思いを実現する観点から、

森鷗外等の顕彰事業の運営基金や、姉妹都市カイザースラウテルン市における

難民支援など、ふるさと納税の仕組みを生かした事業を実施しています。また、

平成 29 年 7 月から、返礼品なしのふるさと納税により寄付を募る、クラウド

ファンディングの手法を活用した「子ども宅食プロジェクト」を開始し、「子

どもの貧困」という社会課題と、返礼品競争に一石を投じる取組として、全国

の方々から賛同を受けています。 

  

【基本的な考え方】 

１ ふるさと納税の活用 

今後も、区が推進する施策に共感し、賛同いただいた方の社会貢献の思いを

実現する視点を大切にしながら、ふるさと納税の仕組みを活用していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

                         
 クラウドファンディング 不特定多数の人が通常インターネット経由で他の人々や組織に財源の提供や協力などを行うこと 
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（１）組織の活性化・事務の合理化 

 【現状・課題】 

・多様化・複雑化する行政課題や区民ニーズに的確に対応するためには、組織力

を更に強化するとともに、より一層の事務改善に取り組み、効率的・効果的な

組織運営を図っていくことが必要です。 

・「職員育成基本方針」に基づき、様々な研修の中で現場主義の職員育成の取組

を進めてきましたが、改定から約６年が経過し、平成 30 年４月に行政系人事

制度が見直されたことに伴い、令和元年度に「職員育成基本方針」を改定する

予定です。 

・行政系人事制度の見直しでは、職務・職責の明確化、昇任選考受験率低下への

対応等が求められていることから、職層ごとに求められる役割及び能力を明確

にし、それを達成するための職員の育成が必要です。 

・ワーク・ライフ・バランスの推進や働き方の見直しに関する取組が、自治体や

民間企業等で進んでいます。区では、業務や本人都合による時差勤務制度を導

入するとともに、管理職を対象としたワーク・ライフ・バランスを意識したマ

ネジメントスキルに関する研修の実施や、各課の取組状況を全庁的に共有する

などの取組を行っています。 

・平成 29 年実施の「東京都公立学校教員勤務実態調査」では、小・中学校教員

の長時間労働の実態が明らかになっており、子どもたちの学びを支える教員の

心身の健康への影響や、日々の教育活動の質の低下が懸念されています。 

 

【基本的な考え方】 

１ 改革志向の職員育成 

「職員育成基本方針」では、職員として必要な能力を、人事評価規程で求め

られる能力、職員自身が必要だと認識している能力、公務員として当然に有す

るべき倫理の３つの観点から位置づけています。これらの能力等を向上する

ための研修を実施し、引き続き、自ら考え行動できる改革志向の職員の育成に

努めていきます。 

２ 区職員と教員の働き方の見直し 

効率よく業務を進めるため、情報収集・分析力向上や課題解決力向上等、現

行の働き方を見直す研修を実施するほか、係長職及び管理職を対象にマネジ

メントスキルに関する研修などを実施し、ワーク・ライフ・バランスの推進と

合わせて、更に効果を上げていく取組を推進していきます。これらを通じて、

職員一人ひとりが業務の目的や方向性を正しく認識し、優先順位を付けた仕

事の進め方をすることで、業務の効率化を図るとともに、業務内容を共有する

４ 質の高い区民サービスを支える組織体制の構築 
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ための仕組みづくりや時間の使い方の工夫により、長時間労働の改善を図り、

質の高い行政サービスの創出につなげていきます。 

また、RPA や AI-OCR、議事録作成支援ソフト等の ICT の活用を図るととも
に、テレワークやペーパーレスを推進するなど、働き方の見直しに引き続き取
り組みます。 

教員については、平成 31年３月策定の「幼稚園及び学校における働き方改

革実施計画」に基づき、部活動指導員の追加配置や教職員の行う庶務事務の効

率化等により、教員の長時間労働の改善に取り組みます。 

 

 

（２）適正な事務執行 

 【現状・課題】 

・平成 29年６月に地方自治法が改正されたことにより、内部統制体制の整備及

び運用は、全ての地方公共団体の長がその権限と責任に基づいて適切に実施

することが求められています。区においても、既に様々な形で適正な業務執

行の確保に努めており、一定の内部統制が存在していますが、組織としてリ

スクがあることを前提に、更に適正な業務執行の確保を図る必要がありま

す。 

 

【基本的な考え方】 

１ 内部統制制度の導入 

総務省のガイドラインにおける内部統制の基本的な枠組みを踏まえつつ、区

の現状に則した内部統制制度を導入することで、組織的かつ効果的に内部統制

に取り組み、更に適正な業務執行の確保を図っていきます。 

 

 

（３）簡素で効率的な組織体制 

【現状・課題】 

・任期付職員等の活用により、効率的かつ効果的な職員配置を行っていますが、

人口の増加や区民ニーズの多様化、さらには国等の制度改正により様々な分野

で業務量が増加しており、職員定数は増加傾向にあります。 

・児童相談所の開設及び児童相談所設置市事務の開始に向けて準備作業を進め

ています。増加する児童虐待等に適切に対応するほか、児童福祉施設に関する

事務など複数の新しい事務に取り組むための体制を強化していく必要があり

ます。 
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【基本的な考え方】 

１ 職員定数の適正化 

増加する業務量に対応するため、事務事業の見直しを図るとともに、RPA 等

の活用により業務改善、業務量の軽減等を図ることで、引き続き職員定数の適

正化に努めていきます。しかし、こうした見直し等によっても対応が難しい、

新たな業務が生じる場合などにあっては、その事務量や運営方法等を十分精

査した上で、必要な人員配置について検討していきます。また、令和 2年度か

ら新たに導入される会計年度任用職員についても、制度の趣旨を踏まえ、適正

な人事配置等に努めていくとともに、定年制度等の人事制度について国の動

き等を注視していきます。 

なお、技能系職員については、引き続き、原則退職不補充とします。 

２ 組織 

更なる行政課題の解決を図るため、長期的な視点から組織のあり方及び見

直しの方向性について検討を進めていきます。 

【福祉部・保健衛生部】 

今後の高齢者人口の増加を見据え、「文京区版地域包括ケアシステム」の更

なる推進を図るための体制の整備を進めていきます。 

【子ども家庭部】 

新たに始まる児童相談所及び児童相談所設置市事務に対応しつつ、今後の

子育て支援施策の展開を見据えた組織改正を実施するとともに、区民の利便

性向上も見据えた子育て事業案内の開設、子育て世帯向けコールセンター及

び AI問合せ窓口の設置等について検討します。 
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